
個
人
市
民
税
は
国
か
ら
の
税
源

移
譲
や
定
率
減
税
の
廃
止
な
ど
に

よ
っ
て
、
二
〇
・
四
％
の
伸
び
を
、

ま
た
、
法
人
市
民
税
も
製
造
業
な

ど
の
業
績
回
復
を
受
け
、
増
収
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。
さ
ら
に
、
固

定
資
産
税
に
つ
い
て
も
、
新
増
築

家
屋
の
自
然
増
な
ど
に
よ
る
増
収

を
見
込
み
、
市
税
全
体
で
は
前
年

度
に
比
べ
、
約
四
十
億
円
、
八
・

七
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

国
庫
支
出
金
は
、
中
央
公
民
館

移
転
事
業
、
前
橋
工
科
大
整
備
事

業
な
ど
に
「
ま
ち
づ
く
り
交
付
金
」

を
活
用
。
約
二
十
四
億
円
、
二
二
・

四
％
の
大
幅
な
増
額
を
見
込
ん
で

い
ま
す
。

合
併
特
例
債
の
発
行
額
を
前
年

度
の
五
十
億
七
千
万
円
か
ら
二
十

億
六
千
万
円
増
の
七
十
一
億
三
千

万
円
と
見
込
み
ま
し
た
。
そ
の
一

方
で
、
合
併
特
例
債
以
外
の
市
債

発
行
額
は
十
三
億
千
万
円
減
の
四

十
七
億
九
千
万
円
を
見
込
ん
だ
結

果
、
市
債
全
体
で
は
七
億
五
千
万

円
増
加
し
、
対
前
年
度
比
六
・
七

％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
市
債
を
元
金
返
済
額

以
内
の
発
行
額
に
抑
制
し
た
結
果
、

市
債
残
高
は
前
年
度
に
比
べ
て
約

十
億
円
の
縮
減
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。
こ
れ
で
市
債
残
高
の
縮
減
は

四
年
連
続
と
な
り
ま
し
た
。

地
方
譲
与
税
は
、
個
人
市
民
税

へ
の
税
源
移
譲
に
よ
っ
て
所
得
譲

与
税
が
廃
止
。
ま
た
、
恒
久
的
減

税
の
補
て
ん
措
置
と
し
て
設
け
ら

れ
て
い
た
地
方
特
例
交
付
金
に
つ

い
て
も
、
税
制
改
正
に
よ
る
定
率

減
税
の
廃
止
な
ど
か
ら
、
大
幅
な

減
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

一
方
、
地
方
交
付
税
は
十
八
年

度
の
交
付
実
績
や
合
併
特
例
債
の

元
利
償
還
金
算
入
（
元
利
償
還
金

の
七
〇
％
）
が
本
格
化
す
る
こ
と

な
ど
か
ら
、
増
額
を
見
込
ん
で
い

ま
す
。

繰
入
金
は
、
財
政
調
整
基
金
三

十
八
億
円
、
職
員
退
職
手
当
基
金

八
億
円
、
公
共
施
設
等
整
備
基
金

三
億
円
な
ど
の
基
金
取
り
崩
し
に

よ
る
収
入
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

３ 市役所の住所は〒371-8601 前橋市大手町二丁目12-1です

十
九
年
度
予
算
は
、「
県
都
前
橋

の
再
生
」
を
求
め
る
市
民
の
皆
さ

ん
の
期
待
に
応
え
る
た
め
、
こ
れ

ま
で
進
め
て
き
た
「
元
気
で
楽
し

い
前
橋
」
が
実
感
で
き
る
予
算
と

な
る
よ
う
編
成
し
ま
し
た
。

市
政
運
営
に
当
た
っ
て
は
、
活

力
と
魅
力
あ
る
都
市
づ
く
り
に
向

け
た
施
策
を
一
層
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー

に
展
開
し
、
市
民
力
、
地
域
力
を

発
揮
で
き
る
よ
う
努
め
ま
す
。
そ

し
て
、
選
択
と
集
中
に
よ
る
自
立

性
の
高
い
財
政
基
盤
を
確
立
し
、

市
民
一
人
一
人
が
い
つ
ま
で
も
住

み
続
け
た
い
と
思
え
る
都
市
に
し

て
い
か
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

◇

予
算
編
成
の
基
本
的
な
考
え
方

で
は
、
市
民
生
活
の
安
全
・
安
心

や
子
育
て
環
境
を
は
じ
め
と
し
た

福
祉
、
教
育
の
充
実
を
図
る
こ
と
。

ま
た
、
行
財
政
改
革
の
着
実
な
推

進
に
よ
る
財
政
基
盤
を
強
化
す
る

こ
と
に
努
め
、
で
き
る
だ
け
市
民

負
担
を
増
や
す
こ
と
な
く
、
市
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
つ
な
が
る
こ

と
を
最
優
先
し
ま
し
た
。

◇

市
債
に
つ
い
て
は
、
新
市
建
設

計
画
の
順
調
な
進
ち
ょ
く
状
況
を

反
映
し
、
約
七
十
一
億
円
の
合
併

特
例
債
を
発
行
し
ま
す
。
し
か
し
、

次
世
代
を
担
う
子
ど
も
た
ち
に
負

債
を
先
送
り
し
な
い
よ
う
に
配
慮

し
た
結
果
、
市
債
残
高
を
十
億
円

余
り
縮
減
で
き
る
見
込
み
で
す
。

こ
の
四
年
間
の
縮
減
総
額
は
約
九

十
五
億
円
と
な
り
、
着
実
に
財
政

の
健
全
化
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

◇

こ
の
結
果
、
一
般
会
計
の
予
算

規
模
は
総
額
千
二
百
五
十
三
億
四

千
七
百
四
十
一
万
円
で
、
対
前
年

度
比
五
・
四
％
の
増
で
す
。
地
方

財
政
計
画
の
伸
び
率
（
マ
イ
ナ
ス

〇
・
〇
三
％
）
を
大
幅
に
上
回
る

積
極
型
予
算
と
な
り
ま
し
た
。

◇

少
子
高
齢
社
会
の
進
展
に
よ
る

社
会
保
障
費
な
ど
の
義
務
的
経
費

が
増
大
し
、
引
き
続
き
厳
し
い
財

政
状
況
で
す
。
そ
う
し
た
中
で
も
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
に
支
障
が
生
じ
な

い
よ
う
、
社
会
経
済
情
勢
の
変
化

に
対
応
し
、
行
財
政
改
革
を
進
め

て
効
率
的
で
実
効
性
の
あ
る
施
策

を
展
開
し
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

「
元
気
で
楽
し
い
前
橋
」
の
実
現
に

向
け
、
全
力
を
尽
く
し
て
取
り
組

み
ま
す
。

広報まえばし　平成１９年４月１日号　２

平
成
十
九
年
度
の
各
会
計
予
算
が
、
先
月
に
開
か
れ

た
市
議
会
第
一
回
定
例
会
で
可
決
し
ま
し
た
。
総
額
は

二
千
五
百
十
八
億
六
千
八
百
七
十
七
万
円
。
こ
こ
で
は
、

新
年
度
の
主
な
事
業
や
施
策
な
ど
に
つ
い
て
紹
介
し
ま

す
。
な
お
、
金
額
の
一
万
円
未
満
は
端
数
整
理
し
ま
し

た
。
ま
た
、
本
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
予
算
に
つ
い
て

の
詳
し
い
資
料
を
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ご
覧
く
だ

さ
い
。

問
い
合
わ
せ
は
財
政
課
蕁
８
９
０
―
６
５
４
２
へ
。

編
成
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な
考
え
方

平
成
19
年
度
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た

（単位は億円）�

民生費�
297.2�
23.7％�

土木費�
202.1�
16.1％�

教育費�
186.5�
14.9％�公債費�

157.3�
12.5％�

商工費�
155.8�
12.4％�

総務費�
98.7�
7.9％�

衛生費�
69.6�
5.6％�

その他�
86.3�
6.9％�

計�
1,253.5

市税�
502.9�
40.1％�

国�
130.8�
10.4％�

（単位は億円）�

市債�
119.2�
9.5％�

交付税�
95.0�
7.6％�

譲与税�
交付金�
72.8�
5.9％�

県�
58.5�
4.7％�

その他�
274.3�
21.8％�

計�
1,253.5

民生費＝社会福祉、身体障害者・高齢者・児童福祉、
生活保護などに要する経費　土木費＝道路の建設や維
持管理、河川改修、街路事業、都市計画、土地区画整
理、市営住宅建設、公園整備などに要する経費　教育
費＝小中学校、養護学校、市立前橋高、幼稚園、前橋
工科大、社会教育、保健体育などに要する経費　公債
費＝市の借入金の元金・利子の償還金　商工費＝商工
業や観光の振興、計量検査、消費生活対策に要する経
費 総務費＝市の内部管理、税金の徴収、支所の運営
などに要する経費　衛生費＝健康づくり、ゴミ処理な
どに要する経費　その他＝消防費、農林水産業費など

市税＝市民税（個人・法人）、固定資産税、都市計画税、
市たばこ税、軽自動車税、入湯税　市債＝市が特定の事
業などに充てるための長期的な借り入れ金　国＝国庫支
出金（国が使い道を指定して交付する補助金や負担金な
ど） 譲与税・交付金＝国が国税の一部を地方に交付す
るもの（地方譲与税など） 交付税＝地方交付税（国が
自治体間の財源調整などのために使い道を定めず交付す
るもの） 県＝県支出金（県が使い道を指定して交付す
る補助金や負担金など） その他＝使用料および手数料
（体育施設使用料や住民票交付手数料）や繰入金（基金
繰入金）など

●
市
税

●
国
庫
支
出
金

●
市
債

●
譲
与
税
・
交
付
金
な
ど

●
そ
の
他

平成19年度各会計予算

特
別
会
計

企
業
会
計

当初予算会計名

一般会計

合　　計

1,253億4,741万円

309億6,376万円

276億7,392万円

243億 905万円

15億8,810万円

178億8,957万円

361万円

1,024億2,801万円

105億5,116万円

128億6,735万円

6億7,484万円

240億9,335万円

2,518億6,877万円

国民健康保険

老人保健

競輪

農業集落排水事業

介護保険

簡易水道事業等

計

水道事業

下水道事業

農業共済事業

計


